
１ 
                                                                    公告第ＫＷ１１１号 

令和７年２月６日 

公    告 

 

分任契約担当官 

陸上自衛隊守山駐屯地 

第４０８会計隊長 和田 善晃 

 

 次のとおり一般競争入札を行います。 

１ 競争に付する事項 

 (1) 品名等 

品   名 規 格 単位 数量 履行場所 仕様担当 

(07)組立式仮設ユニ

ット等借上 
仕様書のとおり ST １ 

陸上自衛隊 

守山駐屯地 

棚 瀬 

（内 4831） 

 (2) 履行場所：陸上自衛隊守山駐屯地 

 (3) 履行期間：令和７年４月１日（火）～令和７年１０月３１日（金） 

 

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐

人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中の特別の理

由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和６年度有効の防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）において「役務の提供等」で東

海・北陸地域の資格を有する者（入札時においては令和７・８・９年度の防衛省競争参加資

格（全省庁統一資格）を申請中であり引き続き資格申請が認められる見込みのある者）であ

って、Ａ、Ｂ、Ｃ・Ｄ等級に格付けされた者であること。 

 (4) 「入札及び契約心得」を厳守している者 

 (5) 契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(6) 別紙第１「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等」に該当しない者であること。 

(7) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者

と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でな

いこと。 

 

３ 適用する契約条項 

  駐屯地用標準契約の下記の条項を適用する。 

 (1) 基本契約条項 

   賃貸借契約条項 

 (2) 特約条項 

  ア 談合等の不正防止に関する特約条項 

  イ 暴力団排除に関する特約条項 

 

４ 現場説明会の日時及び場所 

 ア 現場説明については随時受け付ける。一同に会しての説明会は実施しない。ただし、入札参 

加希望者が仕様書内容及び現場等の確認を要望する場合または必要な場合は、事前日時調整に 

より個別に対応する。 

 イ 調整先 

   守山駐屯地 第３５普通科連隊 第３科  棚瀬（内４８３１） 

 

 



２ 
５ 入札参加に必要な事前審査書類の提出要領等 

(1) 提出期限：令和７年２月１４日（金）１７時００分 

(2) 提出場所：陸上自衛隊守山駐屯地第４０８会計隊契約班 

(3) 提出内容 

ア 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）（令和６年度有効のもの） 

イ 令和７・８・９年度の防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）を申請中であることを証明 

できる書類の写し（更新手続き完了後、当該通知書の写し） 

 

６ 競争入札執行の場所及び日時 

(1) 場 所：陸上自衛隊守山駐屯地 第４０８会計隊 司令部庁舎１階 会計隊入札室 

(2) 日 時：令和７年２月１７日（月） ０９時００分 

 

７ 保証金等に関する事項 

 (1) 入札保証金：免除（ただし、落札者が「入札及び契約心得」に従って契約の締結手続きを

しない場合には、落札者が契約締結に応じないものとみなし、落札金額の 

１００分の５に相当する金額を違約金として徴収する。） 

 (2) 契約保証金：免除（但し、契約者が契約を履行しない場合は、落札価格の１００分の１０以

上を違約金として徴収する。） 

 

８ 入札の無効 

 (1) 第２項で示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

 (2) 入札に関する条項に違反した場合 

 (3) 入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札 

 (4) 電報・電話・ＦＡＸによる入札 

 (5) 入札開始時刻に遅れた者による入札 

(6) 誓約した「暴力団排除に関する誓約事項」に虚偽があった場合又は誓約に反する事態が生じ

た場合 

 (7) 次の文面を記載していない入札書による入札 

「当社（私・個人の場合）、当団体（団体の場合）は、上記の公告に対して「入札及び契

約心得」及び「標準契約書等」の契約条項を承諾のうえ入札致します。また、「入札及び契

約心得」に定める暴力団排除に関する事項について誓約します。」 

(8) 事前審査書類未提出又は事前審査の結果不適格の通知を受けた者の入札 

 

９ 落札決定方式 

  「総額」により決定する。総額が当隊所定の予定価格の制限の範囲内の最低入札者を落札者と

する。但し、落札者となるべき最低入札者が２人以上ある場合は、くじ引きにより落札者を決定

する。 

  ただし、当該応札価格が予算決算及び会計令（昭和２４年勅令第１６５号）第８５条の 

規定により契約内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる場合の基準を下回

った場合は、落札を保留し、必要な調査のうえ最低価格の入札者を落札者とせず、次順位者を落

札者とする場合がある。この場合、すべての応札者は官側が行う調査に協力するものとする。 

 

10 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税法で規定する消費税率に基づく消

費税に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額から消費税法で規定する消費税

率に基づく消費税に相当する金額を差し引いた金額を入札書に記載すること。 

 

11 契約書の作成（契約締結） 



３ 
落札者は、契約担当官等から交付された契約書案に記名押印し、落札決定の翌日から起算して 

７日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項各号に規定す 

る行政機関の休日を含まない。）にこれを契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約 

担当官等の書面による承諾を得て、この期間を延長することができる。 

本役務に係る契約締結は、本役務に係る令和７年度予算が成立することを条件とし、契約担当

官等が記名押印して契約締結とする。 

  また、落札者がこの契約書案を提出しないときは、契約を結ばない落札者として、落札価格の

１００分の５に相当する金額の損害賠償の請求をする。加えて、競争契約の参加対象等について、

制限を行うことがある。 

 

12 その他 

(1) 契約の成立時期については、契約書に双方が記名押印したときとする。 

(2) 令和４・５・６年度の競争参加資格（全省庁統一資格）に係る資格審査結果通知書の写し

を提出する。ただし、防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）を申請中の場合で、当該通知

書を受けていない場合は、更新に係る申請中であることを証明できる書類の写しを提出する

とともに、更新手続完了後、資格審査結果通知書の写しを提出するものとする。（入札時に

おいては令和７・８・９年度の防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）を申請中であり引き

続き資格申請が認められる見込みのある者） 

(3) 代理人をもって入札に参加する場合は、委任状を提出すること。 

(4) 仕様書は、守山駐屯地第４０８会計隊契約班、中部方面会計隊のホームページで配布する。 

(5) 郵便入札 

  郵便による入札については、件名を記入した小封筒に入札書を入れて封印をし、それと資

格審査結果通知書（写）を同封し「（07）組立式仮設ユニット等借上 入札書在中」と記載し

た封筒に入れて、書留郵便（簡易書留可）にて、令和７年２月１４日（金）１７時００分まで

に第４０８会計隊契約班に必着させること。この際、下記担当者に電話にて必ず到達の確認を

行うこと。 

 (7) 入札及び契約に関する事項の問い合わせ先 

   陸上自衛隊守山駐屯地 第４０８会計隊（担当：渡辺） 

ＴＥＬ ０５２－７９１－２１９１（内線：４３４６） 

   ＦＡＸ ０５２－７９１－２３７９（直通） 

 (8) 役務及び仕様書に関する事項の問い合わせ先 

   陸上自衛隊守山駐屯地 第３５普通科連隊 第３科（担当：棚瀬（たなせ）） 

   ＴＥＬ ０５２－７９１－２１９１（内線：４８３１） 

 

13 公告掲示場所及び期間 

 (1) 掲示場所 

ア 陸上自衛隊守山駐屯地  第４０８会計隊 

イ 陸上自衛隊豊川駐屯地  第３０８会計隊 

ウ 陸上自衛隊久居駐屯地  第３３７会計隊 

エ 陸上自衛隊春日井駐屯地 第４０８会計隊春日井派遣隊 

オ 陸上自衛隊航空学校   総務部会計課 

カ 陸上自衛隊中部方面会計隊ホームページ 

 中部方面会計隊：https://www.mod.go.jp/gsdf/mae/mafin/ 

(2) 掲示期間：令和７年２月５日（水）～令和７年２月１４日（金） 

 



４」 

別紙第１ 

 

装備品等及び役務の調達に係る指名停止等 

 

１ 大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び

役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者

でないこと。 

 

２ 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、

当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうと

する者でないこと。  

 

３ 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむ

を得ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りでない。  

 

４ 第２号の「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれかに該

当する場合をいう。  

(1) 資本関係がある場合  

次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては子会社（会社法（平成

１７年法律第８６号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２

号）第３条の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は、イについて子会社の一方

が会社更正法（昭和２７年法律第１７２号）第２条第７項に規定する更正会社（以下

「更正会社」という。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号

に規定する再生手続（以下「再生手続」という。）が存続中の会社である場合を除

く。  

ア 親会社（会社法第２条４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をい

う。以下同じ。）と子会社の関係にある場合  

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合  

(2) 人的関係がある場合  

次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては、更正会社又は再生手

続存続中の会社である場合は除く。  

ア 一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役、理

事、監事その他これらに準ずる者をいい、社外役員を除く。以下の号において同

じ。）が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合  

イ 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更正法第６７条第１項又は民事再生法第

６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合  

(3) (1)及び(2)に掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一方

の会社による落札が他方の会社に係る指名停止等の措置の効果を事実上減殺するなど

(1)又は(2)に掲げる場合と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合 
 



特記仕様書 
 

１ 名 称：組立式仮設ユニット等借上 

２ 場 所：愛知県名古屋市守山区守山３－１２－１ 守山駐屯地内 

３ 期 間：契約締結日～令和７年１０月３１日（官側への施設引渡期限令和７年５月１２日） 

 （１） 組立式仮設ユニット等設置及び電気設備工事 

  令和７年４月 １日 ～ 令和７年５月１２日 

 （２） 組立式仮設ユニット等借上期間 

令和７年５月１２日 ～ 令和７年９月３０日 

 （３） 組立式ﾕﾆｯﾄ等解体・撤収（電気設備撤去工事含む、ﾕﾆｯﾄ設置箇所、電柱建柱箇所等整地） 

令和７年１０月３日 ～ 令和７年１０月３１日 

４ 概 要： 本物件は、特定期間内における建築物、附帯設備のリース及び、建築物、附帯設備

等の組立/解体復旧作業を実施するものである。 

５ 一般事項 

（１） 本物件は、本特記仕様書及び本設計図面による以外は、国土交通省大臣官房庁営繕部監修 

の「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（電気設備工事編）（機械設備工事編）」 

に基づき施工するものとし、仕様書に記載なき事項及び疑義が生じた場合は、監督官に申し 

出て、その指示に従うこと。 

（２） 作業中における火災予防並びに在来施設等の保護に十分注意し、万一不注意により破損等

が生じた場合は、請負業者の責任において速やかに原形に復旧すること。 

（３） 提出書類については、監督官の指示する書類を提出すること。 

（４） 施設等に損傷を与えた場合は、請負者の責任において賠償すること。 

（５） 役務に必要な電気・水道は請負者が負担すること。 

（６） 役務に先立ち、事前に工程表を作成提出し監督官の承認後、工事を実施すること。 

（７） 仕様書・図面に記載なき事項で当然施工が必要な事項は、請負者が負担して実施すること。 

（８） 役務による車両、従業員、器材の出入等のため本工事場所及び周辺施設へ支障の来たすこ 

 
 

とのないように十分配慮すると共に事前に監督官と調整し、その指示に従うこと。 

６ 特記事項 

（１） 使用材料 

   ア ハウスメーカー鉄骨平屋建（１ユニット約７．４ｍ×約２．３ｍを基準） × １１台 

     （基礎設置及び建物内への構内電力接続含む） 

   イ 南 北 奥 行：７．４ｍ以内 

   ウ 東 西 間 口：２５．６ｍ以内（約１１ユニット） 

   エ 室内有効天井高：２．４ｍ以上 

   オ 室内空調設備：三相２００Ｖ３馬力の壁掛又は床置タイプ × ４台 

   カ 室内照明設備：蛍光灯 ４０Ｗ２灯式 × ４４台 

   キ そ の 他 設 備：ブレーカー及びコンセント及び換気設備、消防設備設置 × １式 

   ク 装 飾 品：基準図参照（ハウスメーカー標準による） 

   ケ 開 口 仕 様：窓及び出入り口箇所（基準図による） 

   コ 基 礎 構 造：ハウスメーカー標準仕様及び建築基準法、関係地方自治団体による指 

             導の基礎とする。 

   サ そ  の  他：電柱建柱１本、仮設電気設備、空調・換気設備一式、出入口ポーチ等 

（２） 請負者の責任において、関係自治体への諸手続き代行業務を行うとともに、同手続きに必

要な資料及び閲覧等を部隊担当者から受領等出来るものとする。 

（３） 仮設ユニット等リース終了後は、設置場所を現状復旧すること。 

７ その他 

  本物件の計画通知提出・完成検査立会い等については請負者が実施すること。 

８ 検査等 

   本物件設置終了後、本仕様書に基づき検査官が検査を実施し、その後名古屋市（建築主事） 

  等への完成検査合格をもって納入完成とする。 



役務関係者以外不許複製禁止

役務件名 図面番号

図面名称 縮 尺 図示のとおり

※寸法及び各仕上表は基準であり 、 各メ ーカーの使用による。

仮設組立式ユニット 標準平面図・ 立面図・ 断面図
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AW

1

AW

1

AW

1

AD

1

AD

1

AW

1

AW

1

AW

1

AD

1

AD

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

基準平面図　 S=1:180

2,267. 5 2,267.5
25,505

7,
32

5
3,

0
53

3
,0

53

X1

X0 立面図　 S=1:180

立面図　 S=1:180

X方向断面図　 S=1:180

鉄筋コンクリ ート 造又は、 関係自治体の指導に基づく 基礎

庇： 亜鉛メ ッキ鋼板t=1.6　 シルバー塗装備 考

鉄部見え掛り 　 フタル酸樹脂ペイント 仕上げ（ 内外共シルバー色）塗 装

溶融亜鉛メ ッキ鋼板t=3.2軒 樋

軒水切： ガルバリ ウム鋼板t=0.5水切り 類

引違窓： ガラス透明t=3 戸車 ステンレス製クレセント  W1621×H1288（ 有効）

引違戸： 上部 ガラス透明t=3　 下部 アルミ パネル W1626×H2015（ 有効）

アルミ 製（ シルバー）

外側： シルバー色 内側： サンドホワイト 色 芯材： 硬質ウレタンフォーム

外壁パネルt=44 外側、 内側： カラー鉄板t=0.35

ガルバリ ウム鋼板t=0.5折版葺 山高90、 裏面： ポリ エチレンフォームt=4貼屋 根

外部仕上表

基 礎

天 井 高

1階床高

建物高さ

規　 　 模

鉄骨造構　 　 造

設計概要

一般部： 2,400

建 具

外 壁

X0

X10 立面図　 S=1:180

立面図　 S=1:180

3,
05

3

4
71

建築面積： 7.325×25.505＝186.82㎡

延床面積： 7.325×25.505＝186.82㎡

ＧＬ より 　 3,053

ＧＬ より 　 471

Y11



図面名称 縮 尺

図面番号役務件名

役務関係者以外不許複製禁止

1/800

　　
　

　
　
　

　

　

　

　既設変圧器（ 1φ30KVA、 3φ30KVA)に接続

架空電線配線　 5径間

グラ ンド

※２ 　 既設電柱及び新設電柱には支持金具を取り 付け配線を実施するものとする。

※１ 　 ユニット ハウス等の細部位置は官側と協議の上、 決定すること。

仮設組立式ユニッ ト 設置・ 電源詳細図

凡 例

　 仮設電力量計（ 箱入）

　 仮設分電盤

　 新設電柱

　 既設電柱

　 動力　 DV38ｍ㎡-3C

北門

動力　 DV38ｍ㎡-3C（ 又は同等の許容電流を有する物）

電灯 CVT22ｍ㎡ 約5ｍ
動力 CVT38ｍ㎡ 約5ｍ
Ｄ種接地工事(Ⅳ5.5ｍ㎡ )

組立式仮設ユニッ ト 等借上

電灯　DV38ｍ㎡-3C（又は同等の許容電流を有する物）

　電灯　DV38ｍ㎡-3C

４／５

陸 上 自 衛 隊 第 ３ ５ 普 通 科 連 隊

　
　
　　　
　　
　

電源引込柱　 1本建柱

仮設分電盤設置（ ＭＣＣＢ60A、 100A含む）

（約150m）

仮設組立式ユニット（仮設教場）

各ユニット のブレーカーを連接・ 結線し分電盤へ接続

仮設電力量計　 3相3線式120A　 1個

仮設電力量計　 単相3線式120A　 1個

電灯 CVT22ｍ㎡ 約5ｍ
動力 CVT38ｍ㎡ 約5ｍ

Ｄ種接地工事(Ⅳ5.5ｍ㎡ )



図面名称 縮 尺

図面番号役務件名

役務関係者以外不許複製禁止

仮設組立式ユニット 電気設備平面図・ 仮設各分電盤図

組立式仮設ユニッ ト 等借上

陸 上 自 衛 隊 第 ３ ５ 普 通 科 連 隊

５／５

30A 30A

ELBE ELBE

引込線

30A

ELBE

ＭＣＣＢ

100Ａ

Ｗｈ

仮設動力分電盤図S=N/S

ELBE ELBE

20A 20A

ELBE ELBE

20A 20A

ELBE ELBE

20A 20A

ELBE ELBE

20A 20A

ELBE ELBE

20A 20A

ELBE ELBE

20A 20A

ELBE ELBE

20A 20A

引込線

75A

ＭＣＣＢ

Ｗｈ

仮設電灯分電盤図S=N/S

1

AW

X1

Y0

1

AW

1

AD

1

AW

2,330 2,330 2,330 2,330 2,330 2,330 2, 330 2, 330 2,330

X0

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

Y10

1

AD

1

AD

1

AW

1

AW

1

AW

1

AD

1

AD

1

AW

1

AW

1

AW

1

AW

2,267. 5 2,267.5

25,505

7
,3

2
5

標準電気設備平面図　 S=1:150

VVF2.0-3C
電灯回路用使用線種

誘消誘誘消

消火器設置（ 強化液6L）

標準装備ブレーカーボックス

空調機（ ３ 相２ ０ ０ Ｖ ３ 馬力） ×４ 台

仮設電力計 単相3線式120A 1個
仮設電力計 3相3線式120A  1個

ＣＶＴ３８□（FEP50）

ＣＶＴ２２□（FEP50）
仮設電灯分電盤　 1面

仮設動力分電盤　 1面

※寸法及び各仕上表は基準であり 、 各メ ーカーの使用による。

30A

ELBE



担当：渡辺

調達要求番号 46Y11A30017

品　　　　名 規　　　　格 単位 数　　量 単　　価 金　　額

（07）組立式仮設ユニッ
ト等借上

仕様書のとおり ST 1

（内　訳）

設置費 式 1

リース料
（5/12～9/30）141
日間

式 1

撤去費 10月リース料含む。 式 1

以下余白

納入場所 納期
入札（契約）保証金 免　除

市価調査表

契約実施計画番号 4QH41KW111000

金額￥　　 （税抜）

市価調査提出期限

令和7年2月13日

分任契約担当官
陸上自衛隊守山駐屯地
第４０８会計隊長　　和田　善晃　　　殿

住　　　所

陸上自衛隊守山駐屯地

入札（見積）書有効期間

　上記の公告又は通知に対して「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」の契約条
項等を承諾のうえ入札見積いたします。
　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及び契約心得」

FAX等で提出をお願いします。
下記の記載以外で、必要な経費があ
る場合は、様式随意で内訳の記載も
お願いいたします。

に示された暴力団排除に関する誓約事項について誓約いたします。
令和　年　　　月　　　日

令和7年10月31日

※送料等諸雑費を含めた金額で見積をお願いします。

会　社   名

代 表 者 名



担当：渡辺

調達要求番号 46Y11A30017

（税抜）

品　　　　名 規　　　　格 単位 数　　量 単　　価 金　　額
（07）組立式仮設ユ
ニット等借上

仕様書のとおり ST 1

（内　訳）

設置費 式 1

リース料
（5/12～9/30）141日
間

式 1

撤去費 10月リース料含む。 式 1

以下余白

納入場所 納期

入札（契約）保証金 免除

　※送料等諸雑費を含めた金額で見積をお願いします。

入　　　　札　　　　書

契約実施計画番号 4QH41KW111000

金額￥　　

※辞退される場合は該当する理
由にチェックしてください。
□　納期、履行期間不足
□　廃番等による在庫不足
□　取扱なし
□　その他
　 （理由：　　　　　　）

令和　７年　２月　１７日

陸上自衛隊守山駐屯地 令和7年10月31日

入札（見積）書有効期間

　上記の公告又は通知に対して「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」の契約条
項等を承諾のうえ入札見積いたします。
　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及び契約心得」
に示された暴力団排除に関する誓約事項について誓約いたします。

代 表 者 名

分任契約担当官
陸上自衛隊守山駐屯地
第４０８会計隊長　　和田　善晃　　　殿

住　　　所

会　社   名


